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多文化共生政策の基盤としての「留学生 30 万人計画」 

～異文化間教育的視座からの考察～ 

 

The Potentiality of “Plan for 300,000 International students” as the Basis of 

Multicultural Policy Making in Japan 
 

中 本 進 一
＊ 

 

NAKAMOTO, Shinichi 
 

１． はじめに： 

 

日本政府は 2008 年、「留学生 30 万人計画」

を策定し、留学生数を 2020 年までに、当時の

14 万人から 30 万人に増やすとした留学生政策

を発表し、10 年が経過しようとしている。この

政策には、企業の国際化に寄与できる人材とし

て、留学生を卒業後に採用したいという経済界

の思惑と、少子高齢化が進む日本社会で、生産

年齢人口の減少を補ううえで、日本の教育を受

け、すでに日本での生活を経験し、日本社会を

理解している留学生の定住を促進すべきである

という社会的風潮があった。 

留学生が卒業後に定住するということは、留

学生政策が直接的に多文化共生政策と連動する

ことを意味し、留学生の受入が、日本社会の支

えの一部として機能するか否かを問うことと等

しい。しかしながら、単純化して考えられる問

題ではない。企業や大学などの組織は、その特

殊な環境から、一般的生活社会とはかけ離れた

価値観を持っていると考えるべきである。例え

ば、自らのグローバル戦略のために、留学生を

卒業後に社員として雇用するのは、企業単位で

取り組まれていることであり、自らのキャンパ

スのグローバル化のために、留学生の受入や、

研究者の受入、カリキュラム改革などに取り組

むのは、大学単位で行われていることである。

しかし、外国人住民の生活基盤である日本側の

地域社会からすれば、卒業後の留学生という外

国からの住民がいることだけで、その地域の国

際理解が促進されるわけではない。むしろ、受

け入れるコミュニティーで何もしないこと、何

も情報等が共有されないことにより、外国人住

民に対する偏見が助長されてしまう危険性があ

ることも否定できない。 

地域の活性化を視野に入れた多文化共生推進

を可能にするには、その受け入れ社会がどの程

度、異文化に対して開かれているか、そして寛

容であるかが重要なポイントなる。このことは、

企業の人事採用において、留学生の採用の重要

性については、これまでも多く議論されてきた

ことではあるが、一般的な社会における異文化

への寛容さを育成してゆくことは、容易ではな

いだろう。 

例えば、「日本に生まれてよかった」「やっぱ

り日本食が一番」といった表現は、日本人同士
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の日常の会話の中で時折耳にするかも知れない

が、昨今の Cool Japan 戦略1も自画自賛的な側

面があることも否めない。自文化の良さを称賛

することや誇りに思うことは自然な行為であろ

うし、そのこと自体に何の問題もない。ただ、

同じ文化を共有するものが集まり行われる自己

肯定は余りにも容易く、心地よいものであるが

故に、裏を返せば、他者、即ち異質なものを肯

定するのは難しく、必ずしも心地よいとは限ら

ないのである。その意味で文化とは本来内向き

なものであるといえる。 

本研究では、我が国の留学生政策（具体的に

は、文科省の留学生 30 万人計画）が、多文化

共生政策（総務省：地域の国際化の一環である

「多文化共生の推進」）の基盤になりうるか、そ

して、そのためには、どのような課題を、いか

に克服してゆくかをテーマに、埼玉県の事例を

紹介しつつ、考察を深化させたい。具体的には、

異文化間教育論のアプローチとして、政策論（マ

クロ）と外国人住民の適応論（ミクロ）に焦点

を当てる。 

なお、以下の２．と３．及び５．に関しては、

内容的に重複することから、一部を除いて、筆

者が、ウェブマガジン『留学交流』2015 年 7

月号 Vol.52 に投稿した「多文化共生政策を視

野に入れる留学生受入れ」を再掲する形で、本

論に組み入れている。 

 

２． 多文化共生推進と留学生政策 

 

埼玉県の外国人登録者数は平成 25 年末時点

で、123,294 人であり、県の総人口に占める割

合は 1.71％となっている。リーマンショックな

どの影響による日本経済の停滞や平成 23 年 3

月 11 日の東日本大震災やこれに伴う福島第一

原子力発電所の放射性物質放出事故などの影響

もあり、数的には減少傾向も一時的には見られ

たが、短期的には横ばい状況が続き、中長期的

には増加するものと予想されている。 

同時に、生活支援制度の整備も進んでいる。

例えば、外国人住民の国民健康保険への加入適

用や、県営住宅などの公共住宅への居住が許可

されたほか、1982 年には難民条約の批准により、

外国人住民とその家族にも国民年金加入や児童

手当支給が認められている。 

1990 年代後半になると、いずれは帰国すると

思われていた外国人市民が集住地域へ定住する

傾向が顕著に表れ始めた。それに伴い、地方自

治体は外国人市民の生活全般にわたる諸問題に

対応した施策を用意する必要が出てきた。日比

野（2013）によると、各自治体は従来の支援と

いう形の政策のみならず、外国人市民が地域社

会や市政に参画できるような多文化共生政策を

行うことを重要視し始めたのである。 

そして、総務省が「多文化共生の推進に関す

る研究会」 を発足させ、その報告を元に各地域

行政が、地域の特性に応じた政策を立案するに

いたった、というのが我が国における多文化共

生推進政策の出発点であった。 

たとえば、埼玉県では、多文化共生を推進す

る上で、様々な分野で外国人住民への対応の遅

れが明らかになってきたことを受け、施策立案

においては、3 つの「壁」（ことばの壁、制度の

壁、こころの壁）を課題として策定に取り組む

ことを決定した。制度的には、外国人住民が支

援サービスを受けることができるようになった

ことで、生活の基盤を日本に求める際にも、実

現しやすい受け皿が出来てきたといえる。しか

も、留学生を含む、外国人住民の中には、各国

のコミュニティーや外国人支援団体のリーダー

として活動している人や、高度外国人材として

期待のかかる外国人留学生など、日本語能力に
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優れ、日本社会の理解も深く、就職し定住して、

地域のまちづくりに参画するものもいることか

ら、外国人住民をこれまでのように単なる支援

の対象と捉えるのではなく、日本人と共に社会

を担っていく人材と捉え、それぞれの個性と能

力を十分に生かせる社会づくりを目指すことで、

県内経済の活性化につなげようという動きに発

展してきたのである。この一連の動きが、現在、

埼玉県国際交流協会の主導による、2014 年 7

月の「グローバル人材育成センター埼玉」発足

につながっており、経済界の人材確保と多文化

共生を視野に入れる留学生政策の具現化の一例

として捉えてよいであろう。 

こういった、多文化共生推進の動向と留学生

政策を並行させつつ分析することで興味深い共

通点が見えてくる。例えば、上に挙げた数字的

な動向でも、外国人留学生数もほぼ同様の傾向

を見せており、リーマンショックによる経済的

停滞、自然災害、放射能問題などが原因で、一

時的な減少、横ばい傾向があったものの、日本

学生支援機構の調べにもあるように、近年では、

再び増加傾向を見せている。 

また、日本の留学生受入政策も 10 万人計画

から 30 万人計画へと時代とともに変化してき

た。佐藤（2015）によると、2000 年頃までは

友好促進と ODA の一環としての留学生送出し

国の人材養成が主目的として掲げられてきたが、

2008 年に発表された「留学生 30 万人計画」以

降は、高度人材受入れと連携し、優秀な留学生

を戦略的に獲得する方向に転換している。 

2017 年 6 月、東京大学・本郷キャンパスで

開催された、国立大学法人留学生センター留学

生指導担当研究協議会での白石氏の発表2にあ

ったように、昨今のグローバル人材育成と関連

付けた留学生政策は、国際協力に基づいたモデ

ルというよりも、産業界、経済界からの留学生

雇用を中心とする要望に裏付けされていると言

えよう。 

 

３． 社会～多様性の容認の発展段階：マクロ的

考察 

 

それでは、総務省主導による、日本の多文化

共生推進政策は実際にどの程度まで推進ないし

は実現されてきただろうか。多文化共生を推進

するにあたり、多様性の容認の指標となるもの

が必要であることは否定できない。 

関根（2000）によると、我が国の多文化共生

推進政策は、基本的には、シンボリック多文化

主義3の域を出ていない。公的な空間（教育、職

場、政府機関等）では、日本語が使われ、同化

主義とさほど変わらない。ただし、公的生活の

中での人種偏見は禁止される。しかしながら、

カナダにおける「コーポレート多文化主義」の

ように、不平等を是正するための援助の提供ま

では至っていない。多様性の容認度に着目した

場合、我が国は、限定的な容認性であるシンボ

リックな多文化主義にとどまっている。 

さらに具体的に、我が国の多文化推進政策と

留学生政策を比較してみたい。まず、分かりや

すいものとして、欧州評議会が策定した外国人

政策のアプローチの指標が興味を引く。 

北脇（2010）は、欧州評議会の’Intercultural 

Cities Programme’に言及し、外国人政策のア

プローチを以下のように紹介している。 

① 無政策・・・移民やマイノリティが、都

市にとって重要ではない、一時的な現象

とみなされているため、政策的反応を定

める必要性が自覚されていない。 

② 外国人労働者政策・・・移民はいずれ出

身国へ帰る一時的な労働力とみなされて

いるため、政策は短期的なものと考えら
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れ、元からの市民に対する移民の影響を

最小化するよう企図されている。 

③ 同化政策・・・移民やマイノリティは永

続的なものと受け止められているが、可

能な限り速やかに吸収されるべきものと

仮定されている。受入れ社会の文化的規

範との相違は奨励されず、それが国家統

合に対する脅威と考えられる場合には、

むしろ妨げられたり、抑圧されたりする

ことがある。 

④ 多文化主義政策・・・移民やマイノリテ

ィは永続的なものと受け止められ、受入

社会の文化的規範との差異は、反人種差

別主義活動に支えられた法律や制度にお

いて奨励され、保護されている。そして、

これが状況によっては分離あるいは隔離

された展開につながるリスクがあること

を受け入れている。 

⑤ 文化間対話政策・・・移民やマイノリテ

ィは永続的なものと受け止められる。移

民が受入社会の文化的規範との相違を保

持する権利は法律や制度において認めら

れるが、共通基盤、相互理解、共感や願

望の共有を生み出す政策、制度や活動が

奨励される。 

この発展段階的なモデルは、あくまでも政策

の各ステージにおける特徴を表現しているにす

ぎないが、視点を変えると、文化的多様性を受

入社会がどう捉えるかという意味での多文化共

生マインド指標ともなりうる。行政としての姿

勢はあくまでも文化間対話政策を推進するべく

具体的な施策を制定してゆくことが多文化共生

推進の基本となる。ここに挙げられた①～⑤の

各ステージは時代的な背景を反映しているとも

捉えられるし、行政の政策評価査定のためのツ

ールにもなりえる。結局のところ、多文化共生

推進政策は、グローバル化が浸透するにつれ、

無政策の過去から始まり、時代のニーズに連動

するように、変化してきたといえる。 

日本の多文化共生政策の現状を鑑みた場合、

上記のモデルにおいて、どの程度の進捗状況に

あると分析できるだろうか。筆者は②の段階に

あると分析する。その理由であるが、3 点紹介

したい。 

先ず、外国人技能実習制度にみる、現状にお

ける問題点を挙げる。外国人技能実習制度とは、

最長３年の期間において、技能実習生（外国人）

が雇用関係の下、日本の産業・職業上の技能等

の修得・習熟をする制度のことである。しかし、

昨今の報道に見るように、雇用計画時の賃金が

確保されないことや、休みがないこと、パスポ

ートを預けさせられるなどの問題点が指摘され

ているだけではなく、そもそもこの制度自体が、

外国人を一時的な労働力としかみなしていない

4。 

次に、日本社会の外国住民に対する受け入れ

マインドについて触れてみたい。少し前になる

が、さいたま市国際課との共催で「多文化共生

シンポジウム」5を開催した際、筆者が指導して

いた学生が市民250名を対象にアンケート調査

を実施した。その時の結果の一部で「最近、帰

化する外国人が増えています。あなたから見る

と、帰化した外国人は「日本人ですか」という

問いに 28％が「そうは思わない」と答えている。

また、「在日外国人が増えれば増えるほど、日本

の治安が悪化していくと思いますか」という問

いに対しては 30％が「そう思う」と答えている。

「在日外国人と交流を持ちたいと思いますか」

という問いに対して、「そう思う」と答えたのが、

89％であったこと、そしてこのシンポジウムの

性質上、参加者としては、多文化共生に興味を

持つ NPO や、留学生のホストファミリーなど
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を経験してきたボランティアの方々など、比較

的外国人住民に対して好意的で理解を持ってい

る市民が多かった。それにもかかわらず、約

30％が外国人と日本人を区別して考え、何らか

の不安、不信感を持っていることが分かった。

このような留学生受け入れに関するシンポジウ

ムではない場面で同様の調査を実施した場合、

これ以上に外国人に対する不信感が表れること

も推測できる。多文化共生の推進において、一

般の日本人住民の多文化共生マインド育成こそ

が急務であると再認識させられるアンケート結

果であった。 

そして第3の理由としては、日本企業の外国

人に対する期待である。多くの企業は、外国人

を雇用する際に求める資質として、「異文化適応

力」と「コミュニケーション力」を挙げている。

これは換言すれば、日本企業への適応力であり、

日本型コミュニケーションパターン6を習得し

ていることを意味し、基本的には、環境への同

化を求めているのである7。しかしながら、例え

ば、外国人の求職者が、外国語学力とビジネス

レベル以上の日本語力があれば、日本企業で働

いていけると考えているのであれば、日本企業

文化への適応＝同化という構図に必ずしもなっ

ていないところに課題を残す。 

多文化共生政策論からは、策定者側は⑤を目

指している。例えば、埼玉県のプランを見ても、

「日本人と外国人が共に地域社会を支え、共に

歩む県づくり」とあるからである。しかし、外

国人住民からの視点からは、前述の関根（2006）

が指摘しているように、②の段階を超えていな

いという現状からみると、文化間対話という目

標ははるか彼方に位置していると言わざるを得

ない。 

一方、留学生政策はどうだろうか。この多文

化共生モデルにある「移民」を「外国人留学生」

に置き換えて、留学生を中心とした戦略的多文

化共生推進の在り方、と捉えるとさらに興味深

くなる。 

10 万人計画が策定された背景には、友好促進

と、ODA 政策があったと考えられる。すなわ

ち、上記、Intercultural Cities Program でい

うところの、②と同様、留学生は、一時的な滞

在者としかみなされていなかった。現に、国費

を投じて、東南アジアを中心に留学生を大使館

推薦でリクルートし、各大学に配置した学生た

ちが、卒業後には卒業し、母国で要職に就いた

例がみられる。国際協力としての留学生政策と

して、ある一定の効力を持っていたと評価でき

る。 

その後、私費で留学する学生が増加し、彼ら

は卒業後も日本で就職し、永続的な存在として

受け止められるようになった。卒業後の留学生

を人材として企業が認め始めたのが、2000 年以

降であったが、ただ、受入れ社会の文化的規範

の相違を認めるのではなく、むしろ同化を求め

る と い う 形 に な っ て き た と い え る 。

Intercultural Cities Program でいうところの、

③、同化政策にあたる。この段階が、留学生に

対する現状を表しているといえるであろう。 

さらに一歩進んだところには、多文化主義政

策がある。この場合、（元）留学生は永続的なも

のとして受け入れられ、受入れ社会の文化的規

範との差異は、反人種差別主義的活動に支えら

れることとなり、法律や制度においても奨励さ

れ、保護されることとなる。 

Intercultural Cities Program の最終段階で

ある、⑤の文化間対話政策を留学生政策に当て

はめると、元留学生が受入社会の文化的規範と

の相違を保持する権利は法律や制度において認

められるが、共通基盤、相互理解、共感や願望

の共有を生み出す政策、制度や活動が奨励され
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る。 

④の実現が目標とされた、受入れのモデル事

業が「留学生交流拠点整備事業」であったと言

って過言ではない。 

そして、昨今の地方創成のための経済産業省

による、総合戦略を見ても、「地域資源の潜在的

魅力を外国人視点から発掘し、海外で売れる商

品の選定や海外企業誘致につなげる。また、外

国人留学生等を対象として、販路開拓等の足が

かりとなる人材獲得を支援。」とあるように、地

域の活性化と留学生との関係が重要視されてい

る。人材としての留学生受け入れモデルは中期

的には経済主導型モデルであるが、長期的にみ

ると多文化化する日本社会でキーパーソンなど

の一定の役割を（元）留学生が果たせることを

期待するなら「多文化共生推進モデル」ともな

りうる。今後さらに長期的展望に立った留学生

政策における、文化間対話政策への発展も想定

されるのである。 

しかしながら、実情はどうだろうか。③の域

を超えることはまず期待できないというのが、

筆者の分析である。その理由の一つに、昨今の

企業に見る海外展開の状況がある。2014 年時点

で、埼玉県内企業の場合、埼玉りそな経済産業

振興財団の調査によると、企業にとって、海外

展開を検討したい国のトップ 3 はインドネシア、

タイ、ベトナム、ミャンマーという東南アジア

諸国である。それが故に、大学にも、これらの

国々出身の留学生を紹介してほしいという依頼

が数多く来ている。 

現実的には、埼玉県に留学している学生の 7

割近くが中国から来ているのであるが、グロー

バル人材育成センター埼玉（GGS）の調査結果

では、中国への事業展開を注視する企業は、全

体の15％程度8にとどまっており、過去3年は、

中国からの留学生を紹介してほしいという依頼

の件数は全くない。つまり、企業が考える留学

生採用の根底には、グローバル人材というより、

ブリッジ人材確保というビジネス戦略があるか

らである。端的に言えば、中国進出が終わった

企業は、中国人留学生を雇う必要がなくなる。

近い将来、東南アジアからの留学生に対しても、

同じような現象が起こってくるのではないだろ

うか。 

留学生の場合、以前より指摘されてきたよう

に、就職活動開始に遅れが目立っており、いま

だ改善されているとは言い難い。文科省の調査

によると、留学生の約 6 割が卒業後は日本での

就職希望を出しているのに対し、実際の就職率

は約 3 割に留まっている。しかも、その多くは

翻訳業務や通訳業務である。ある意味、大学に

おける留学生の受け入れにおいて古くから指摘

されてきた問題である「出島」的現象が、企業

内においても現れているといって過言ではない。

大卒者全体の就職率が 72％であることを考え

ると、その半分以下にとどまっている。こうい

った出島的現象は、企業内においても構造的不

平等の温床となる可能性もあり、差別にも発展

しかねない。当然こういった状況を放置すると、

外国人労働者間においても、不満が蓄積される

であろうことは容易に想像できる。 

さらに留学生等を対象とした新しい在留資格

の制定において、懸念される材料が出てきたこ

とも否めない。少子高齢化が加速する日本社会

において、介護と看護の分野における人材が、

非正規職員等により補われており、正規・非正

規雇用にかかわらず、離職率が高いことから、

人材不足が顕著になっていることは、多くのメ

ディアで取り上げられている9。最近のことであ

るが、専修学校等日本の養成施設（2 年以上）

を卒業した留学生が、同様に介護施設等との契

約に基づき就職する場合、「留学」から「介護」
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への在留資格変更許可申請の手続きが可能とな

った。しかも、在留資格「介護」の在留期間に

は 5 年、3 年、1 年、3 月の 4 種類があり、本

人の在留状況に問題がない場合、何回でも更新

できる。また本人の配偶者及び子女が来日を希

望する場合は、「家族滞在」の在留資格を申請す

ることも可能な運用となっている10。これは、

日本社会における介護・看護の分野の人材不足

を留学生で補充するという考えに他ならない。

30 万人計画で言うところの高度人材受け入れ

に陰りを感じざるを得ないのではないだろうか。 

現実問題として、海外から来日する留学生、

特に正規の課程に在籍する学生は、自分の夢か

ら目標を立て、学位取得による自己実現を目指

しているのである。しかし、仮に日本留学を果

たし学位を取得しても、自分の人生において目

指す職種につけない、人生の計画が立たない、

差別に傷つき日本社会に幻滅した、ということ

になれば、日本留学評価は著しく低下する。こ

ういった要素についても留学生政策を考える上

で、念頭におかねばならないであろう。 

 

４． 外国人住民の日本社会への適応と

readiness について 

 

異文化間教育においては、頻繁に「適応」と

いう言葉が使用されているのだが、広義として

は、詫摩（1981）の「個人と環境のあいだに調

和のある満足すべき環境が保たれている状態」

が一般的な定義である。つまり適応は、自然環

境及び自分の内的精神状態との調和的な関係を

保つための自己調整の課程として捉えることが

出来る。さらに「異文化適応」の定義について

は、 

高井（1989）が「ある個人が自分の生ま

れ育った社会環境から離れて、異なった

新たな環境に次第に慣れていく過程」と

述べている。また Adler が定義した 5 つ

の異文化適応段階（phase）の最終段階

“ 自立（Independence）” 段階が適応

に至った状態と理解すると、異文化適応

とは「社会的、心理的及び文化的相違を

受け入れ、生活を楽しむことが出来る。

自らの行動を選択し、責任を果たせる。

個々の異文化での存在の意義を見出すこ

とが出来る。」（Adler、1975）などの状態

と言えよう。 

 しかし、これらの視点は異文化圏に適応しよ

うとしているいわゆる外部（外国人住民）に対

しての語りであるが、適応には少なくとも 2 種

類あり、受け入れ側（日本社会）と、外国人住

民側（異文化）では、目指すものも、定義もそ

れぞれ異なってくると筆者は考える。適応しよ

うとする側（外国人住民）から語られた場合、

Assimilation（同化）と Accommodation（順応）

を総称して「適応」（Adaptation）としている

のが、ピアジェの発達理論ではあるが、新しい

情報に接した時に、古いスキーマ（母文化）を

修正したり、新しいスキーマを形成することで、

自分の環境を理解するようになる。また

Assimilationは、新しい対象が出てきた場合に、

古いスキーマを適用することを意味する。同時

に一定程度の母文化、すなわち、一次的文化化

のプロセスで得られたスキームの影響は必ず残

ってくるものであると考えられる。換言すれば、

母文化を残しつつも、Berry の文化変容論でい

うところの、自己内での異文化との統合を目指

しているのが、外国人住民の立場であると考え

られる。 

しかしながら、この「同化」という概念も、

受け入れ側からみると、マジョリティー（例え

ば日本側）が、弱い民族（もしくは集団）に対
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して自らの文化伝統を受け入れるよう強いる政

策を言う。さすがに「文化剥がし」とまでは言

わないまでも、同化が受け入れの条件になるケ

ースは、歴史的には古くから存在し、とりわけ

国民国家形成期以降の同化政策が典型的なもの

である。すなわち、適応しようとする側にある

「統合」は、受け入れ側にはないのが普通であ

り、ここに両者間における根本的、かつ明確な

乖離が存在する。 

特に留学生に限った話ではないが、異文化間

の接触を考える際に、移動を伴うのか伴わない

のかについても考える必要がある。移動を伴う

異文化接触はそうでないものと比較した際には、

readiness に差が出てくるのではないだろうか。 

一方、外国人住民の日本という受け入れ社会

に対する理解も不可欠である。外国人住民から

見れば、自分たちが移動してきたが故に、少な

くとも来日当初は、日本という異文化社会を理

解したいという前向きな意欲、即ち異文化適応

のための readiness11が高い。特に留学目的や計

画をしっかり留学生は readiness が高いといえ

るのではないだろうか。 

他方、受け入れ側にこういった積極的な

readiness を期待できない。勿論、外国人を歓

迎する日本人も少なくないが、積極的な交流が

行われない限り、知らない文化や異なる価値観

を持つ者が自分のコミュニティーにいるという

だけで、不安や恐怖感をもつ者がでてきても不

思議ではない。 

  

５． おわりに：政策の再検証と受け入れマイン

ド育成の必要性 

 

本稿では、異文化間教育のアプローチとして、

マクロからの視点（政策論）、およびミクロから

の視点（適応論）からテーマに関する課題につ

いて触れてきた。 

マクロ面では、留学生政策にしても、多文化

共生推進政策にしても、再検証の必要性は否め

ない。例えば、「30 万人受け入れ」を達成した

としても、「高度人材」受け入れにはつながらな

いのではないか、という点である。日本語教育

を終えた留学生の進学先で最も多いのが、専修

学校・専門課程であり、平成 27 年度で、58.7％

を占めており、大学となると、大学院（正規生

と研究生）と学部を合わせても、全体の 38.7％

にとどまっている。上述したように、看護・介

護分野の人材を、留学生で補うことへの懸念が

残るところである。 

また、大学や大学院を卒業し「高度人材」と

して期待される留学生が、本当に日本にとどま

るだろうかという点も疑問である。横須賀によ

ると「企業の求人と留学生の求職に関する意識

比較」の中で、46.1％の企業が卒業する留学生

に出来るだけ長く勤めてほしいと回答し、5 年

以上定年までの就労希望と回答している企業を

加えると、74.2％に達しているのに対し、留学

生の就業希望年数では、59.2％が 1 年～5 年と

回答している。この意識のギャップを埋めるこ

とができない限り、企業における人材育成も思

惑を外れることになるし、多文化共生推進とし

ての日本定住も行き詰ることになる。 

それでは、多文化共生推進における政策面は

どうだろうか。一言で表現するとすれば、積極

性や戦略性に欠ける政策としか言えないのが現

状である。 

第一に、外国人に対する施策は、国に根拠と

なる法がないために、全国共通の制度が存在し

ていない。それゆえ、自治体独自の施策となっ

ているのが現状で、例えば静岡県や宮城県では、

多文化共生推進条例を持っているが、埼玉県は

持っていない。石川（2012）は、国レベルで「外
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国人処遇基本法」のような基本法を制定し、財

政的にも支援する根拠づくりが必要であると述

べている。 

また、奈良（2012）は、自治体の財政難から、

多文化共生に関する活動（日本語教育、子ども

の学習支援、労働者の相談対応等）の多くは、

ボランティアや NPO の活動に大きく依存して

おり、委託事業や助成などでは、人件費等を計

上できないという事実を指摘している。 

それでは、逆に戦略的ないしは積極的な政策

とは何であろうか。浅川（2017）によると、オ

ーストラリアの移民政策では、永住ビザ付与数

約 20 面人のうちの約 6 割が「技術移民」であ

ること報告している。つまり、技術移民の場合、

英語能力と技術を有していることから、国内で

の就労・納税が期待できることから、移民政策

を通じて、明らかに経済的な利益を追及するこ

とも基本路線に上げているのがオーストラリア

である。このことは、日本にとっても、多文化

共生推進政策において、一つの参考例になるの

ではないだろうか。 

一方、ミクロ面も大きな課題を残す。多文化

共生推進政策においては、上記で述べたように、

適応という観点からして、外国人住民が理想と

する、Berry でいうところの「統合」の状態と、

受け入れ側住民の望む「同化」のギャップが浮

き彫りになっている。 

日本に適応しようとする外国人側と、受け入

れ側の相互理解の障害となる要因は、受入社会

の他国との国際関係の悪化、メディアが仕掛け

る偏った情報提供等からくる不安や不信感とい

ったマクロ的要因も大きい。たとえば、昨今の

日本社会における一連のヘイトスピーチや外国

人観光客、特にアジアからの観光客に関する報

道12、アジアとの国際関係など、外国人住民全

般の立場から見ると、不安が解消されたわけで

もなく、多文化共生が決して容易でないことも

否めない。地域の活性化を視野に入れた多文化

共生推進を可能にするには、その受け入れ社会

がどの程度、異文化に対して開かれているか、

そして寛容であるかが重要なポイントなる。こ

のことは、企業の人事採用において、留学生の

採用の重要性についても、これまでも多く議論

されてきたことではあるが、一般的な社会にお

ける異文化への寛容さを育成してゆくことは、

容易なことではない。異文化間教育の視座が、

学校のカリキュラムに浸透しているかという点

で大いに疑問でもある13。例えば、「日本に生ま

れてよかった」「やっぱり日本食が一番」等は、

日本人同士の日常の会話の中で時折耳にする表

現である。昨今の Cool Japan 戦略も自画自賛

的な側面があることも否めない。自文化の良さ

を称賛することや誇りに思うことは自然な行為

であろうし、そのこと自体に何の問題もない。

ただ、同じ文化を共有するものが集まり行われ

る自己肯定は実に容易く、心地よいものである

が故に、裏を返せば、他者、即ち異質なものを

肯定するのは難しく、心地よくないという場合

もある。その意味で文化とは本来内向きなもの

であるといえる。白𡈽（2015）は次のように述

べている。 

外国人に順応を期待するだけでは問題は

片付かない。むしろ日本人側が外国人の

基本的人権が守られているかどうかに関

心を持ち、外国人の抱える実際的問題を

理解し、彼らが順応できずに困惑してい

る文化的問題や制度的問題を共に考えて

いく態度を身につけなければならない。 

内向きな自画自賛や自文化中心主義からの脱

却は、他者の価値やニーズをかなり高いレベル

で理解することが基本となる。 

埼玉県の多文化共生推進プランをみても、「こ
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ころの壁」を大きな課題の一つに挙げている。

日本人側が、多文化社会であることを意識する

こと、共生の重要性について認識し、差別・偏

見を克服してゆくことが結局のところの目標と

なる。 

 多文化共生推進プランでは、外国人住民の積

極的な日本社会へのかかわりを推進する施策と

多文化パワーを活用する施策が 9 本あり、それ

らの具体策としての取組が 16 本紹介されてい

る。ところがこれらのほとんどが外国人住民の

ための自立支援であり、日本人側のコミュニケ

ーション不足の解消に関する取組となると、多

文化共生推進委員の配置、多文化共生の普及・

啓発、国際協力県民プラザの充実、市町村にお

ける多文化共生の拠点づくりの促進の 4点と限

定的である。 

 多文化共生推進委員、いわゆる「多文化共生

コーディネーター」の配置は重要ではあるが、

何をするかを明確にする必要がある。また、そ

の他 3 政策においては、どう仕掛けていくかと

いう点で具体性に欠ける。しかも、これらはあ

くまでプランであるが故、どのような形で実施

され、どのような効果をもたらしているか、す

なわち、日本人側の受け入れマインド育成つな

がっているかについては中長期間の評価を必要

とする。 

 本稿では、留学生 30 万人計画と多文化共生

政策を概観してきた。上述したように、留学生

30 万人計画が多文化共生推進政策のための基

盤となるためには、在住歴が長く、日本社会を

理解している留学生が生活基盤を日本にもてる

こと、彼らからの協力を仰ぐことが不可欠とな

る。しかしながら、留学生のニーズと人材とし

て彼らを受け入れる企業側とのニーズの整合性

に問題がある。また、受け入れ側の「適応」に

関する解釈上のギャップが課題として残る。こ

れらの問題を直視し、施策を推進していかない

ことには、例え数字的な目標を達成しえたとし

ても、留学生 30 万人計画の意義も、多文化共

生推進政策も当初の理念的目的を達成すること

は困難であろう。 
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